

















The new Code of civil procedure has established the permitted complaint system.So the
party can lodge a complaint to the Supreme Court in condition that the High Court permits it.
This system is not unconstitutional.
But it must be reviewed by the Supreme Court whether the application of the provisions
about the permission of a complaint is constitutional under Article 14 and 32 0f the Constitu-
tion.When the High Court has not permitted a complaint from the arbitrary application of the
provisions, the party can lodge a special complaint to the Supreme Court constitutionally.
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年) 85貫以下(初出は、 『小室直人、小山昇先生還暦記念　裁判と上訴(上)』 〔有斐閣、 1980年〕 198貫以下)が詳し
い。
8)三ヶ月・前掲註7)148貢以下、桜井孝一「上訴制限」新堂幸司編集代表、鈴木正裕、鈴木重勝編『講座民事訴訟⑦上










































































































































19)声部信書「裁判を受ける権利」同編『憲法m人権(2)』 (有斐閣、 1981年) 297貢など.















































































































































のがある　BVerfGE48, 246 [253]; 63, 77 [79].
37) BVerfGE6, 45 [50],
38)佐々木雅寿「許可抗告制度の合憲性」 『平成10年度重要判例解説』 (有斐閣、 1999年) 8頁以下0
39) BVerfGE 48, 246 [262f.]






























































44) Vgl.BVerfGE 79, 372; 85, 337; 88, 118.
45)この点については、特に行政訴訟との関係で、笹田・前掲註29)、同「『裁判を受ける権利』の再生と行政裁判手続」
長谷部恭男編著『リーディングズ現代の憲法』 (日本評論社、 1995年) 171貢以下参照.
46) BVerfGE 6, 45 [50]; BVerfGE 17, 294 [29批
































50) BVerfGE 54, 277 [291].
51) BVerfGE 54, 277 [293ff.].
52) BVerfGE 55, 205 [206] ,
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ことになった。とはいえ、許可抗告制度については、憲法の視点からはあまり議論がなされ
ていない。
確かに、既に述べたように、憲法32条が規定する裁判を受ける権利や憲法14条、 76条1項、
81条などに照らして、高裁の決定に対して、原裁判所の許可がなければ最高裁に対する抗告
を許さない許可抗告制度それ自体が憲法に反するとはおそらくいえないであろう。ただ、民
事訴訟法が適用される場合には、一般的にいって不服申立てが手厚く保障されており、むし
ろ、特別上訴の不許をも含め不服申立てを厳しく制限するその他の個々の手続法上の上訴規
定の合憲性が検討されるべきであろう53)
しかし、 「法令の解釈に関する重要な事項を含むと認められる場合」という、抗告許可の要
件がやや暖味なこともあり、高裁による解釈次第では、憲法に反するような形で不服申立て
の機会を奪われる可能性もないとはいえない。そうした点は、実効的権利保護、 「法律上の裁
判官」の保障、法の下の平等といった観点からの吟味が必要である。もっとも、不許可処分
の合憲性についての裁判所による審査の基準については、個別の決定の適否に関わるため、
今後抗告許可制度の運用実績をみながら、さらに検討することが必要となろう。
53)不服申立てを許さない現行法上の規定については、片山・前掲註2)およびそこに引用の諸文献参,qo
